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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

合計 21.00 27,671 27,151 27,151

生活衛生営業施設監視指導事業

生活衛生営業経営指導事業

5,030

公衆浴場(銭湯）の利用機会確保等を図るため、営業者への設備

改善費助成(市町村間接補助）を行う。

2.20 5,304 5,030公衆浴場確保対策事業

2,109

生活衛生関係営業の振興や衛生管理向上に資する事業を実施す

る(公財)長野県生活衛生営業指導センターへの助成を行う。

0.20 20,076 20,012 20,012

生活衛生関係営業者の衛生管理意識や施設衛生水準の維持向

上を図るため、営業者への監視指導等を行う。

18.60 2,291 2,109

30年度

（人） （当初） （要求） （予算案）

No 30年度　実施内容

職員数 29年度

細事業名

予算要求からの主な変更点 要求どおり

193,345

成果指標

設定理由

①監視指導を通じた生活衛生関係営業者の衛生管理意識の向上と日常的な衛生維持管理の成果を示す指標

②生活衛生関係営業の振興に係わる後継者育成の取組成果を示す指標

③公衆浴場(銭湯）の経営安定化を示す指標

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 189,145 166,194 166,194 166,194

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　分（単位：千円） 28年度 29年度 30要求30要求30要求30要求 30予算案30予算案30予算案30予算案 指標及びその達成状況指標及びその達成状況指標及びその達成状況指標及びその達成状況

27,151 27,151

 決　　算　　額（B） 24,875

概　算

人　件

費

 職員数（人） 23.90 21.00

 概算事業費（B（A）+C） 214,020 27,671 193,345

21.00 21.00

　その他 10,427 12,129 11,884 11,884

10,006

③ 公衆浴場年間廃業施設数 0件 0件 1件以下

　県　債

②

生活衛生関係営業

後継者育成出前講座参加者

数

112名 120名

前年度を上

回る

①

生活衛生施設に起因する健康

被害の発生件数

0件 0件 0件

Aの

財源

　一般財源 6,953 5,504 5,261 5,261

　国庫支出金 8,349 10,038 10,006

予

算

額

補正予算

合計（A) 25,729 27,671

目指す姿

・生活衛生関係営業者の衛生管理意識の向上や施設衛生水準の維持向上を推進し、利用者の健康被害の発生防止等を図る。

・生活衛生関係営業の経営健全化等を通じた衛生水準の維持向上や営業振興を推進し、利用者の利益擁護を図る。

・公衆浴場(銭湯）の設備改善を促進し、公衆衛生の向上及び銭湯利用者の利用機会確保を図る。

（主な実施内容：営業者への監視指導、県生活衛生営業指導センターへの指導･助成、公衆浴場設備改修への助成　　など）

当初予算 25,729 27,671 27,151 27,151 目標値 成果 達成状況

No 成果指標 28年度末

29年度末

（見込）

30年度前年度繰越

部局 健康福祉部

4-4 生命・生活リスクの軽減

課・室 食品・生活衛生課

実施期間 不明 E-mail

事業番号 05 10 01 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状

(予算編成時)

・法令に基づき、生活衛生関係営業の許可取得者等に対する監視指導等を継続的に実施している。

・生活衛生関係営業者は経営基盤の弱い中小零細事業者が多く、経営状況の悪化、高齢化や後継者

不足等の深刻な問題を抱えている。

・公衆浴場(銭湯）は物価統制令適用の下、利用者減や施設設備老朽化等厳しい経営環境にある。

30年度予算額 27,151 千円

職員数 21.00 人

shokusei@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する

重点政策

事　業　名 生活衛生対策事業生活衛生対策事業生活衛生対策事業生活衛生対策事業

監査
決算特別委員会
県⺠協働による事業改善


